


195 億 7,562 万円
各種会計歳出決算総額（企業会計を除く）
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一般会計性質別支出（歳出）
総額140億8,429万円

一般会計収入（歳入）
総額155億1,309万円
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歳
入
の
内
訳

　

一
般
会
計
の
収
入（
歳
入
）の

主
な
内
訳
を
み
る
と
、
町
税
が

62
億
５
９
６
万
円（
対
前
年
度

86
・
６
％
）で
、
令
和
４
年
度

か
ら
９
億
５
７
９
１
万
円
の
減

収
と
な
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
は

法
人
町
民
税
の
減
収
に
よ
る
も

の
で
す
。
国
庫
支
出
金
が
24
億

９
７
１
３
万
円（
対
前
年
度
１

０
０
・
４
％
）で
増
加
し
ま
し

た
が
、
こ
れ
は
、
道
路
新
設
改

良
経
費
が
国
庫
支
出
金
に
よ
り

補
て
ん
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も

の
で
す
。
地
方
交
付
税
は
６

億
４
０
０
７
万
円（
対
前
年
度

66
・
８
％
）で
、
普
通
交
付
税

が
不
交
付
と
な
り
、
特
別
交
付

税
は
除
融
雪
経
費
の
減
少
な
ど

に
よ
り
１
億
１
２
０
６
万
円
減

収
と
な
り
ま
し
た
。
町
債
は
20

億
８
７
８
０
万
円（
対
前
年
度

７
７
１
・
８
％
）で
大
幅
に
増

加
と
な
り
ま
し
た
が
、
法
人
町

民
税
の
減
収
分
を
補
う
た
め
に

減
収
補
て
ん
債
を
13
億
１
２
８

０
万
円
の
借
入
を
行
っ
た
ほ
か
、

吉
岡
小
学
校
改
築
事
業
に
伴
い
、

学
校
教
育
施
設
等
整
備
事
業
債

を
３
億
１
９
２
０
万
円
の
借
入

を
行
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。

歳
出
の
内
訳

　

一
般
会
計
歳
出
全
体
を
性
質

別
構
成
比
で
み
る
と
、
義
務
的

経
費
が
36
・
８
％
で
０
・
４
ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
ま
す
が
、

こ
れ
は
普
通
建
設
事
業
費
が
増

加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

投
資
的
経
費
は
15
・
７
％
で

４
・
８
ポ
イ
ン
ト
増
加
、
物
件

費
・
維
持
補
修
費
お
よ
び
補
助

費
等
は
36
・
８
％
で
５
・
７
ポ

イ
ン
ト
減
少
、
そ
の
他
行
政
費

は
10
・
７
％
で
１
・
３
ポ
イ
ン

ト
減
少
し
ま
し
た
。

別冊　2023決算特別号

令
和
５
年
度
事
業

　

町
の
令
和
５
年
度
決
算
が
町

議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決

算
は
町
の
一
年
間
の
収
入（
歳

入
）や
支
出（
歳
出
）の
額
な
ど

を
ま
と
め
た
も
の
で
、
こ
れ
に

よ
り
町
の
活
動
を
お
金
の
面
か

ら
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

町
で
は
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め

て
い
た
だ
い
た
大
切
な
税
金
な

ど
の
ほ
か
、
国
や
県
か
ら
の
交

付
金
な
ど
で
誰
も
が
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

る
た
め
に
生
活
環
境
整
備
、
保

健
福
祉
の
向
上
、
教
育
文
化
や

産
業
振
興
な
ど
多
く
の
事
業
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

落合地区舞野の安全性の向上が図られた道路
（道路新設改良工事）

新設された遊具
（四十八滝運動公園遊具新設工事）

ふるさと寄附金を活用して実施した事業
　ふるさと寄附は応援したい自治体へ寄附金を贈ることができる制度です。令和５年度にいただいた寄附
は3,065件、7,740万円となりました。
　大和町では、寄附金をふるさと応援基金に積み立てたうえで、令和５年度の事業に2,789万円を充当さ
せていただきました。
１．自然が豊かで人と産業が元気なまちづくりに関する事業

事業名 事業費 うち寄附金
ガイドブック増刷等 152万円 152万円
四十八滝運動公園遊具新設工事 401万円 301万円
レンタサイクル（サブちゃり）用電動自転車購入 19万円 19万円
四十八滝運動公園トイレ新設工事
（別途企業版ふるさと納税1,300万円充当） 2,750万円 1,420万円

２．子どもや高齢者に優しい安心なまちづくりに関する事業
事業名 事業費 うち寄附金

もみじケ丘保育所ブランコ更新工事 187万円 187万円
大和中学校吹奏楽部楽器更新 191万円 191万円

３．安全で快適な生活のある便利なまちづくりに関する事業
事業名 事業費 うち寄附金

防犯灯具交換 519万円 519万円

3 令和６年10月号 別冊



より見やすくなった町ホームページ
（町ホームページ再構築事業）

令
和
５
年
度
予
算
に
よ
り
実
施
さ
れ
た
主
な
事
業

民生費

議会費・総務費

総額140億8,429万円（一般会計目的別支出）
議会費 　1 億 2,443 万円 0.9%

農林水産業費
4 億 9,550 万円 3.5%

商工費
2 億 4,520 万円 1.7%

消防費
4 億 7,475 万円

3.4%

災害復旧費　5,718 万円 0.4%
総務費

19 億 7,527 万円
14.0%

公債費　6 億 1,115 万円 4.3%

民生費
48 億 77 万円

34.1%
衛生費

14 億 6,322 万円
10.4%

土木費
19 億 9,301 万円

14.2%

教育費
18 億 4,381 万円

13.1%

議会運営費
町議会を適切に運営しました。� 8,519万円
町民バス・デマンドタクシー運行事業 
町民バス（運行日数週6日）およびデマンドタクシー（運
行日数週5日）の運行を行いました。� 5,713万円
町ホームページ再構築事業 
町公式ホームページのリニューアルを行い、情報提供
の効率化などを図り、町の情報や魅力を発信しました。
� 1,444万円
区集会施設建設補助事業
地区集会所の改修・修繕などに対する助成により地域
コミュニティの維持を支援しました。� 1,346万円
ふるさと寄附金積立金
全国から7,740万円の寄附があり、返礼品費用などを
差し引いた後の金額を積み立てしました。
� 3,815万円

私立保育園運営事業
私立保育園および認定こども園の運営に対して助成を
行い、保育サービスの向上を図りました。
� 9億9,476万円
障害者自立支援給付費
障害者総合支援法に基づく障がい児・者に係る介護給
付費などの扶助を行い、障がい児・者が安心して生活
できるよう支援しました。� 9億1,111万円
あんしん子育て医療費助成事業
乳幼児と高校卒業までの児童などの適正な医療機会の
確保と利用者負担の軽減を図るため医療費を助成しま
した。� 1億7,643万円
たいわあんしん出産・子育て応援ギフト
全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てでき
るよう、国の給付に加えて給付することにより、出産
育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利
用負担軽減を図りました。� 3,490万円
第3子以降育児支援事業
3人目以降の子が生まれた時や、3人目以降の子が小学
校・中学校へ入学した時に、保護者に祝金の給付を行
いました。� 670万円

安心して子育てができる町に
（たいわあんしん出産・子育て応援ギフト）

42024. October. Taiwa 別冊



土木費

別冊　2023決算特別号

　特定防衛施設周辺整備調整交付金は王城寺原演
習場の設置および運用による影響を軽減し、生活
環境の維持改善や福祉の向上に資することを目的
として、本町に交付されているものです。町は、
この交付金（令和5年度の交付金2億4,483万円）を活
用し、下記の事業を実施しました。

※�学校教育用コンピューター等整備事業（基金）も交付金
を活用して実施しています。

事業名 事業費 うち交付金

小中学校給食費無償化事業 7,491万円 7,000万円

子ども医療費助成事業（基金） 6,000万円 6,000万円

保健福祉総合センター改修工事（繰越） 9,522万円 2,756万円

天皇寺地区外排水路整備工事 3,200万円 2,527万円

雷神線外２舗装工事 6,291万円 5,350万円

松坂平１号線　測量及び道路詳細設計業務 957万円 850万円

合　計 3億3,461万円 2億4,483万円

特定防衛施設周辺整備調整交付金を
活用して実施した事業

衛生費

農林水産業費・商工費

廃棄物処理費 
ごみ処理費など（黒川地域行政事務組合負担金）の負担およ
び資源回収奨励事業などを行いました。� 6億365万円
新型コロナウイルスワクチン接種事業
新型コロナウイルスワクチン接種を実施するための体制確保
を図りました。� 9,270万円
健康診査事業
新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮しながら各種がん
検診などを関係機関の協力を得て実施したことにより、早
期発見、早期治療、事後指導および経過観察を行いました。
また、がん検診受診率向上に向けて、正しい知識の啓発普
及や広報活動を行いました。� 4,456万円
母子保健事業
妊産婦および乳幼児の健康の保持増進を図るため、保健指
導や健康診査などを通じた健康管理や発達支援、妊産婦の
メンタルヘルスの向上と育児不安の軽減、良好な母子関係の
確立を支援しました。また、宿泊や通所による育児サポート
を行う産後ケア事業を実施し、産後も安心して子育てができ
る支援体制を確保しました。� 3,834万円

道路新設改良工事
町道の計画的改良・舗装の促進を図りました。
� 5億1,887万円
道路維持管理・修繕事業
道路施設の充実および維持管理に努め、安全で快適な道路
環境保全を図りました。� 1億9,387万円
除雪・融雪業務
町道の除雪や路面凍結の解消を図り、安全な道路環境の維
持を図りました。� 1億1,055万円
子育て支援住宅整備事業
宮床・吉田地区への子育て世代の転入と地元の若い世代
の定住化を図り、均衡あるまちづくりを推進するため、子
育て支援住宅の調査設計と造成・建築工事を行いました。
� 8,029万円
公園管理費
都市公園の清掃維持管理業務を委託して良好な維持に努め
たほか、都市公園・緑地の整備工事などを行いました。
�  7,238万円

農業経営継続支援事業
世界情勢の変化、新型コロナウイルス感染症の影響などによ
り肥料等農業資材および光熱動力費が高騰したことで、経営
に大きな影響を受けている出荷および販売農家に対し、営農
負担の軽減と農業経営の維持および継続を図るための支援を
行いました。� 5,484万円
農業環境整備事業
農家や農業生産団体などが農業生産基盤の補修や整備を行
うことにより、作業効率の向上と維持管理の負担軽減が図ら
れました。� 1,944万円
観光施設整備事業
四十八滝運動公園オートキャンプ場遊具設置などの整備を行
いました。� 1,791万円
店舗取得・改修推進事業
町内に存在する空き店舗や空き家を活用し創業を希望する事
業者へ助成を行いました。� 515万円
企業誘致対策事業
立地企業に対し奨励金、助成金を交付することにより初期投
資の削減を図りました。� 292万円

時代に応じた農業者への支援
（農業経営継続支援事業）

5 令和６年10月号 別冊



　みやぎ環境税は環境保全のために環境施策などを実施することに対する財源として平成23年4月から導入さ
れました。みやぎ環境税を財源に、町が実施する環境保全、創造を図る事業に対して「みやぎ環境交付金」が交
付され、令和５年度は省エネ・長寿命化のための防犯灯の更新や、鳥獣被害対策の一環として実施するイノシ
シ捕獲用トラップなどの購入助成および農業従事者へ田んぼダム用堰板購入（総事業費752万円）に対して504万
円が交付されました。

みやぎ環境交付金事業

町民一人当たりの基金と地方債は？

■基金
町民一人当たりの基金は

21万7,232円
（令和４年度22万3,155円）

　町では借入を行う一方、基金も積み立てています。
令和5年度末の残高は60億6,250万円（一般会計）に
なっています。前年度と比較すると2億772万円減少
し、一人当たりの残高も5,923円減少しています。

■地方債
町民一人当たりの地方債は

22万6,693円
（令和４年度17万1,804円）

　地方債残高は令和5年度末で63億2,655万円（一般会
計）となっています。前年度と比較すると14億9,918
万円増加し、一人当たりの残高も54,889円増加して
います。

※令和６年3月末人口（27,908人）で算出。

災害復旧費 消防費・公債費

教育費

農業用施設災害復旧事業
令和4年3月16日の福島県沖地震および令和4年7月15日から16日
の大雨により被災した農地・施設について復旧を図りました。
� 8,258万円 
道路橋りょう災害復旧事業
令和4年3月16日に発生した福島県沖を震源とする地震および令
和4年7月13日から17日にかけての豪雨により被災した町道につ
いて復旧を図りました。� 2,138万円
河川災害復旧事業
令和4年7月13日から17日にかけての豪雨により被災した準用河
川について復旧を図りました。�  2,074万円
都市施設災害復旧事業
令和4年7月13日から17日にかけての豪雨により被災した都市施
設について復旧を図りました。� 680万円

常備消防費 
消防事業(黒川地域行政事務組合）に係る経費について負担を
行いました。� 4億770万円 
消防施設の維持管理事業
防火水槽修繕や消火栓維持管理などにより消防力の強化を図り、
迅速な消防活動を行いました。� 755万円
公債費（元金償還） 
借入金元金を償還しました。� 5億8,862万円
公債費（利子償還） 
借入金利子を償還しました。� 2,253万円

吉岡小学校改築事業
改築工事、仮設校舎賃貸借、既存校舎解体などを実施しました。
� 5億9,740万円
学校給食事業
物価上昇などに伴う材料費の増分を町が補てんしたほか、衛生
管理を徹底して児童・生徒の健康増進を図り、安全安心な給食
を安定的に供給しました。� 2億4,468万円
体育施設管理及び各種スポーツ教室・大会の開催
体育施設の効率的、効果的な施設運営を行いました。
� 8,586万円
まほろばホール長寿命化改修事業
まほろばホールの改修および修繕などにより、施設の長寿命化
を図りました。� 1億2,365万円
外国語指導助手配置事業
ALTを配置してネイティブな英会話に触れる機会を増やし、英
語力の向上を図りました。� 2,468万円

吉岡小の仮設校舎
（吉岡小学校改築事業）
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健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
の
公
表

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
健
全

化
に
関
す
る
法
律（
平
成
19
年

６
月
公
布
）に
よ
り
、
地
方
自

治
体
が
財
政
の
健
全
化
を
判
断

す
る
た
め
の
指
標（
健
全
化
判

断
比
率
）と
、
公
営
企
業
ご
と

に
経
営
状
況
を
明
ら
か
に
す
る

指
標（
資
金
不
足
比
率
）に
つ
い

て
公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
、
各

指
標
が
一
定
基
準
以
上
に
な
っ

た
場
合
は
財
政
の
早
期
健
全
化

や
財
政
の
再
生
を
図
る
た
め
の

計
画
作
成
な
ど
も
必
要
に
な
り

ま
す
。

　

公
表
対
象
の
比
率
は
、
健
全

化
判
断
比
率
と
し
て
の
①
実
質

赤
字
比
率
、
②
連
結
実
質
赤
字

下水道事業
（公共・農集排・
 浄化槽）

①
実
質
赤
字
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率

一
般
会
計

特
別
会
計

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

奨学事業

水道事業

後期高齢者
医療
吉岡西部土地
区画整理事業

黒川地域行政事務組合

国民健康保険
事業勘定

吉岡西部土地
区画整理事業

介護保険事業
勘定

吉田川流域溜池大和町
外 3 市 3 ケ町村組合
大衡村外一町牛野ダム
管理組合
宮城県市町村退職手当
組合
宮城県市町村自治振興
センター
宮城県後期高齢者医療
広域連合
宮城県市町村非常勤消
防団員補償報酬組合

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

⑤
資
金
不
足

比
率
　

※吉岡西部土地区画整理事業は保留地処分金により賄われる部分を公営企業
　会計、公共施設の整備に関する国庫補助対象事業は普通会計の対象となり
　ます。

◆健全化判断比率

健全化判断比率
大和町の指標 早期健全化

基準
財政再生

基準［令和４年度］［令和５年度］

①実質赤字比率 該当なし
（△6.91％）

該当なし
（△7.58％） 13.42％ 20.00％

②連結実質赤字比率 該当なし
（△16.88％）

該当なし
（△16.80％） 18.42％ 30.00％

③実質公債費比率 1.8％ 2.6％ 25.0％ 35.0％

④将来負担比率 該当なし
（△69.1％）

該当なし
（△36.0％）  350.0％

※赤字になっていないため「該当なし」と記載していますが、カッコ内の数値は仮に数値化
　した場合の値で、△は黒字であることを表しています。

◆資金不足比率
公営企業（準公営企業）会計

の名称
⑤資金不足比率 経営健全化

基準［令和４年度］［令和５年度］
水道事業会計 該当なし 該当なし

20.0％下水道事業会計 該当なし 該当なし
吉岡西部土地区画整理事業特別会計 該当なし 該当なし
※資金不足比率が算定されない(赤字になっていない)ため「該当なし」と記載しています。

比
率
、
③
実
質
公
債
費
比
率
、

④
将
来
負
担
比
率
の
４
つ
の
指

標
と
、
⑤
資
金
不
足
比
率
で
す
。

健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
１
つ

で
も
早
期
健
全
化
基
準
以
上
と

な
っ
た
場
合
は「
財
政
健
全
化

計
画
」を
、
ま
た
、
資
金
不
足

比
率
が
経
営
健
全
化
基
準
以
上

と
な
っ
た
場
合
は「
経
営
健
全

化
計
画
」を
、
議
会
の
議
決
を

経
て
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

令
和
５
年
度
決
算
に
基
づ
き

算
定
さ
れ
た
大
和
町
の
健
全
化

判
断
比
率
、
お
よ
び
資
金
不
足

比
率
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

健
全
化
判
断
比
率

　

令
和
５
年
度
決
算
に
基
づ
く

町
の
健
全
化
比
率
は
、
全
て
早

期
健
全
化
基
準
を
下
回
り
ま
し

た
。
こ
れ
か
ら
も
行
財
政
改
革

プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
よ
り
一
層

の
行
財
政
改
革
を
徹
底
し
て
推

進
し
て
い
き
ま
す
。

資
金
不
足
比
率

　

令
和
５
年
度
に
お
い
て
資
金

不
足
が
生
じ
た
公
営
企
業
は
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
。
経
営
健
全

化
基
準（
20
％
）を
超
え
る
と
経

営
健
全
化
計
画
を
定
め
る
必
要

が
あ
り
、
地
方
債
の
借
り
入
れ

も
協
議
制
か
ら
許
可
制
に
移
行

す
る
な
ど
一
定
の
制
限
が
あ
り

ま
す
。

■
公
表
さ
れ
る
指
標
■

①
実
質
赤
字
比
率

　

福
祉
、
教
育
、
ま
ち
づ
く
り

な
ど
を
行
う
町
の
普
通
会
計
の

赤
字
の
程
度
を
指
標
化
し
、
財

政
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
も
の

で
す
。

　

大
和
町
は
赤
字
に
な
っ
て
い

な
い
た
め
、
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
。

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

町
が
持
つ
全
て
の
会
計
の
赤

字
や
黒
字
を
合
算
し
て
赤
字
の

程
度
を
指
標
化
し
、
町
と
し
て

の
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
も
の

で
す
。

　

大
和
町
は
赤
字
に
な
っ
て
い

な
い
た
め
、
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
。

③
実
質
公
債
費
比
率

　

当
該
年
度
に
お
け
る
借
入

金
の
返
済
額
お
よ
び
こ
れ
に
準

ず
る
額
の
大
き
さ
を
指
標
化
し
、

資
金
繰
り
の
危
険
度
を
示
す
も

の
で
あ
り
、
公
表
さ
れ
る
数
値

は
当
該
年
度
以
前
３
カ
年
度
の

比
率
を
平
均
し
た
も
の
で
す
。

　
大
和
町
は
２
・
６
％
で
す
。

④
将
来
負
担
比
率

　

町
の
一
般
会
計
な
ど
が
保
有

す
る
地
方
債
や
将
来
支
払
っ
て

い
く
可
能
性
の
あ
る
負
担
な
ど

の
現
時
点
で
の
残
高
の
程
度
を

指
標
化
し
、
将
来
、
財
政
を
圧

迫
す
る
可
能
性
が
高
い
か
ど
う

か
を
示
す
も
の
で
す
。

　

大
和
町
は「
充
当
可
能
財
源
」

が「
将
来
負
担
額
」を
上
回
っ
て

い
る
た
め
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
。

⑤
資
金
不
足
比
率

　

公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足

を
、
料
金
収
入
な
ど
の
規
模
で

示
さ
れ
る「
事
業
規
模
」と
比
較

し
て
指
標
化
し
、
経
営
状
況
の

深
刻
度
を
示
す
も
の
で
す
。

　

大
和
町
は
赤
字
に
な
っ
て
い

な
い
た
め
、
算
定
さ
れ
ま
せ
ん
。
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町の予算・決算については　■問　財政課 ☎345-1114
会計別決算状況

会　 　　計　　 　名 収　　入 支　　出
一　　般　　会　　計 155億1,309万円 140億8,429万円

特
別
会
計

国民健康保険事業勘定特別会計 22億5,635万円 22億3,736万円
介護保険事業勘定特別会計 23億3,515万円 23億211万円

宮床財産区特別会計 1,116万円 1,027万円
吉田財産区特別会計 255万円 242万円
落合財産区特別会計 494万円 389万円
奨学事業特別会計 617万円 586万円

後期高齢者医療特別会計 2億7,506万円 2億6,766万円
吉岡西部土地区画整理事業特別会計 6億6,176万円 6億6,176万円

下
水
道

収益的収支 9億5,621万円 8億5,234万円
資本的収支 3億1,374万円 5億1,564万円

水
道

収益的収支 9億7,736万円 9億2,814万円
資本的収支 8,893万円 2億8,040万円

大 和 町 の 財 政 指 標
　財政指標とは、地方自治体の財政運営の状況を把握し、健全な財政運営が行われているかどうかを
判断するために使う数値です。主に使われる６つの指標から大和町がどのような財政状況にあるのか
を知ることができます。　

令和５年度 令和４年度 用　 語 　解 　説

経常収支比率
（決まって支払う経費の割合） 90.7 85.3

人件費や物件費、公債費など毎年必ず支払う経費に、地方税や
地方交付税などの一般財源がどの程度充てられているかを示し
ています。この比率が低い方が自由に使える資金が多いことに
なります。

実質公債費比率
（地方債を発行する際の基準）

（過去３カ年の平均値）
2.6 1.8

平成18年4月に地方債が「許可制度」から「協議制度」に移行
したことに伴い、平成18年度から導入された指標で、公債費に
よる財政負担の程度を示すものです。この比率が18％を超える
と、地方債の発行には県の許可が必要となるものです。

地方債現在高比率
（地方債を発行する際の基準） 67.9 61.3 将来、償還すべき地方債現在高の標準財政規模に対する割合です。

積立金現在高比率
（不測の財源対応ができるかを示す目安） 64.2 79.9 町で積立てている基金残高の割合を示したもので、不測の減収

や支出の増加に、弾力的に対応できるかを把握する指標です。

将来負担比率
（将来の財政を苦しめる可能性を示す目安） — —

一般会計の借入金（地方債）や将来支払わなければならない可
能性のある負担などの現時点での残高が、将来財政を圧迫する
可能性が高いかどうかを示す指標です。この指標が低いほど今
後の財政負担がすくないことを示しています。

財政力指数
（自前の財源の割合）

（過去３カ年の平均値）
1.05 0.99

地方公共団体にどれだけ財政力があるかを示す指標です。この
指標が高いほど自主財源の割合が高く財政力があることになり
ます。

■ホームページ https://town.taiwa.miyagi.jp/ ■電子メール koho@town.taiwa.miyagi.jp
広報たいわ10月号別冊は12,700部制作し、１部当たりの印刷費は約９円です。

【特別会計】
　町には、８の特別会計があります。町が行っている仕事で目的を決めてその目的を達成するために、特定の収入をもって特定の
支出に充て、一般会計と区分している会計のことです。令和５年度における特別会計の決算は、各決算とも黒字決算となりました。
【下水道会計】
　町の下水道事業は公共下水道事業（汚水・雨水）・農業集落排水事業・戸別合併処理浄化槽事業の３事業により、快適な生活環境
の創造と公共用水域の水質改善を図るため、施設の計画的な更新、整備と施設の効率的な維持管理を実施しております。収益的収
支とは、快適な生活環境の創造と公共用水域の水質改善を図るための収支です。資本的収支とは、施設をつくるための収支です。
資本的収支の差額については、過年度留保資金などにより補てんしました。
【水道会計】
　町の水道事業は安全でおいしい水道水を安定供給するため水道施設の維持管理と水道管の新設や布設替え事業を計画的に整備し
ております。収益的収支とは、水道水をお届けするための収支です。資本的収支とは、施設をつくるための収支です。資本的収支
の差額については、過年度留保資金などにより補てんしました。
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